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■ 青森県・十和田観光電鉄の廃線（2012年3月）を経験して

（東奥日報2011年8月22日朝刊記事）

鉄路の存廃問題は、運行

管理施設や変電施設等

の改修、大規模災害時に

突然やってくる

わが国の公共交通政策;
地域鉄道に対する取り組

みがバスに比べて弱い

＃ 国鉄の経営健全化

＃ 整備新幹線

・・・ 鉄道は「贅沢品」？

・・・ バスで代替できる？

０．はじめに

■ ＪＲ只見線不通区間の被害と利用状況

（只見線応援団パンフレットを一部加工）

2011年7月の豪雨災害により、橋梁などが甚大な被害

 冬期に道路閉鎖となる只見駅以西は既に復旧

 会津川口～只見間（27.6km）が依然として不通

不通区間は鉄道としての機能が十分に発揮できていなかった

 所要時間は鉄道が短い（鉄道44分，バス50分）

 冬期のバス運休率はバスが低い（バス1.0％，鉄道9.6％）

 沿線の川口高校には寄宿舎あり

←只見町の従業地・通学

地集計（H22国調）;

同町を常住地とする自宅

外通勤・通学者1,866人

中，鉄道利用は1人のみ み

１．只見線の被害と利用状況

■ 2010年度の平均通過人員

（JR東日本「只見線の状況について」（2016年3月24日））

１．只見線の被害と利用状況



２．只見線の存廃論議

2011年7月23日 「平成23年7月新潟・福島豪雨」により、全線で不通
 2011年中に，会津若松～会津川口間，大白川～小出間が順次再開

2012年10月1日 只見～大白川間運転再開
 不通区間は，会津川口～只見間（27.6km）。現在に至る。

2013年1月29日 佐藤雄平知事（当時）がJR東日本に復旧を要請
 沿線市町村と協議し，JRへの具体的な支援の在り方を検討と表明

2013年5月22日 JR東日本，復旧した場合の工事費は約85億円，工期4年以上と公表。

 「今後，当社としましては，只見線の現状等について地元の方々にも
ご説明するとともにご意見を伺い，相互理解に努めてまいります。」

2013年11月10日 福島県主宰で「福島県ＪＲ只見線復興推進会議」を設置

 「只見線応援のシンポジウムに先立ち、初会合を開く」

2013年12月 「只見線復旧基金」創設

 福島県，沿線市町村，寄付等で4年間で約21億円積み立てる計画

2014年1月22日 国交省鉄道局主宰で「JR只見線検討会議」を設置

■ 只見線不通後の変遷（1）

福島県が「JRへの具体的支援の在り方を検討」と表明した

こと自体は評価も、鉄路再開が「スローガン化」してしまった。

■ 只見線不通後の変遷（2）
2016年3月24日 福島県主宰で「只見線復興推進会議検討会（以下，検討会）」を設置

2016年5月19日 JR東日本が「第2回検討会」で，「被災線区の復旧等事例」として，①仙
石線（JR単独復旧），②山田線（JRが復旧費負担→三鉄へ譲渡），③
気仙沼・大船渡線（BRT），④岩泉線（JRの支援下でバス転換）を提示

2016年6月18日 JR東日本が「第3回検討会」で，バス転換案とともに，鉄道復旧の上下
分離案を初めて提示

2016年11月30日
2016年12月1日

「只見線沿線市町村住民懇談会」が開催され，JR東日本は，バス転換
の際の支援策を具体的に提示

 JR東日本がバス転換を進めたい意思が明示される

2016年12月26日 「第5回検討会」で，鉄路での復旧方針を決定。（注：推進会議は3月予定）

① 復旧費用（81億円）･･･行政：JR東＝2（54億円）:1
② 上下分離に伴う負担「案」（年2.1億円）･･･県：会津17市町村＝7:3
③ 福島県と市町村，有識者のプロジェクトチームを設置し，「只見線を

生かす地域活性化計画」の策定に合意

鉄路復旧の「覚悟」＝財政負担と配分を決めること？ 必要

性、投資と便益の考量、地域との議論を「後回し」の違和感

２．只見線の存廃論議

沿線
住民

福島県 JR
東日本運行・車両保有・メンテナンス

復旧費（1/3）負担

鉄道施設無償貸与
メンテナンス委託

復旧費（2/3）・運営費負担

「率直に残念だが、真
摯に受け止める」
（16.12.27河北新報朝刊）

「上下分離」「只見線応援」「負担割合」のキーワードが先行

事業者、行政、沿線住民の「リスク分担」が不明確

３．只見線復旧に向けた図式と課題

会津17
市町村

国交省

負担軽減
要求

上下分離提案後
僅か2回の懇談会
「只見線応援」

運動推進
「必要性」議論なし

「相当な
覚悟」

費用負担の再考、十分な
説明を県に求める決議
（会津若松市議会）

鉄道軌道整備
法の改正要望

基金（21億円）

会議資料を可能な
限りHPで公表

■ 被害状況

４．大船渡線の被害状況と検討経過

気仙沼（宮城県）～盛（岩手県大船渡市）間にある12駅中6駅が駅舎

流失。路線長（43.8km）の約半分が浸水区間であり、35%の区間

で線路が流出。鉄道による現状復旧に 低130億円かかるうえ、

平均通過人員も低く（250人/日）、JR東日本は「復旧費の当社単独

負担は難しい」「鉄道の特性を発揮できる水準とは言い難い」とす

る。（大船渡線沿線自治体首長会議（2015年6月5日）資料）

■ 検討体制

国交省主宰の「JR大船渡線復興調

整会議」は、鉄道復旧議論に特化。

（→15年12月：BRTによる本格復旧受入れ）

「JR大船渡線公共交通確保会議」を

設置し、代替手段を協議。BRTの仮

復旧に合意（2012年10月4日）。



■ 大船渡線（＋気仙沼線）BRTの特徴（高橋正人(2013)）

５．大船渡線BRTの特徴と現況

鉄道 BRT
所要時間（気仙沼～盛） 65分 74分（嵩上げ工事の影響で82分）

専用走行空間比率 100% 37%（将来的に51%）

駅数（気仙沼～盛） 12駅 20駅（支線含む。2017年4月末時点）

盛駅乗客数（日平均） 328人（2010年） 272人（2015年）←226人（14年）←173人（13年）

運行回数
（上り）

盛～
陸前高田

9本 26本（昼間時にはパターンダイヤ導入）
※ 代行バス時：12本

陸前高田
～気仙沼

9本 14本（BRT開始当初：12本）
※ 代行バス時： 6本

① 地震・津波時にも可能なところまで自力走行できる

② まちづくりの段階に応じたルートの設定や駅の増設などができる

③ 軌道敷の活用により速達性・定時性が向上

④ 運行頻度を高められる

⑤ 一般道路も活用することで早期の仮復旧が可能 ■ 公共交通ネットワークとしてのBRT

「鉄道より運行本数が増え、待ち時間も減った。地元の要望を聞

き、もっと使いやすくしてほしい」とする期待の声。

鉄路復旧を求める地元の市民団体からは「BRTでは乗客や交流

人口が減る」と懸念する声も。

５．大船渡線BRTの特徴と現況

■ 沿線住民の声（河北新報2015年12月26日朝刊）

三陸鉄道とのシームレスな乗継（盛駅）

BRTと並行して大船渡、陸前高田両市

を結ぶ路線バスは1往復に減便

BRTと通常の乗合バス路線とでは，停

留所数や間隔が異なり，両者の機能分

担の可能性やBRT駅から目的地までの

移動をどのように確保するかが課題に。

只見町内では、2008年3月までに

路線バスが全て廃止（その後、会津田

島～只見間のツアーバスが運行）。

デマンド交通「只見雪んこタクシー」

が平日のみ運行されるが、町民の

み利用可。（10年間ダイヤ変更無し）

金山町では「町営バス」「乗合タクシ

ー」を運行。（5年間ダイヤ変更無し）

６．公共交通ネットワークを考える重要性

■ 「鉄道の存廃」だけに着目してよいのか？

鉄路が復旧しても、駅端末交通

が「使える」状態にならなければ

ネットワークとして機能している

ことにはならない。

７．鉄路存廃論議の課題

■ 只見線存廃論議から見えてくるもの

福島県主導による「応援」スローガンと「覚悟＝財政出動」の図式

 鉄路復旧の必要性，合理性の検討（経費と便益の考量）は「二

の次」とされたことへの違和感

 沿線住民（さらには県民）との対話，情報提供は不十分
 「復旧費用（81億）＞只見町の年間予算（54億）」･･･一自治体の行政

サービス効果を凌駕する「まちづくり」ができる？・・・これこそ「覚悟」

 不通区間を抱えない沿線自治体に「温度差」。県と市町村との

間でリスクや役割の「押し付け合い」になる懸念

ＪＲ東日本がローカル鉄道の「上」を担うことへの課題

 東京が本社であり，沿線住民との物理的距離が遠い（しかも上

場企業）。「活用」の面で地元とリスク分担できるのか？

ネットワークとして「機能」させることの重要性

 鉄路復旧でも，バス転換でも共通した課題。


